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目的　現在，全国の地方自治体において，要介護状態へ移行するリスクの高い高齢者に対し，運動
器の機能向上，栄養改善，口腔機能の向上等を目指した二次予防事業が実施されており，一定
の成果をあげている。しかしながら，その実施状況には地域差があることが考えられ，今後さ
らに二次予防事業を効果的に広めていくためには，地域の実情を把握し，地域差に関連する要
因を検討する必要がある。そこで，各都道府県の二次予防事業の実施状況や，実施状況に影響
すると考えられる施設と地域包括支援センターの保健師数に焦点を当て，それらの関連を検討
することを目的として研究を行った。

方法　全国47都道府県を対象とし，人口統計，ジニ係数，病院・診療所数，公民館数，地域包括支
援センターの保健師数，二次予防事業実施状況について，各省庁や政府統計の総合窓口におい
てWeb上で公開されているデータを用いて分析した。さらに，相関分析によって二次予防事
業実施状況と病院数，診療所数，公民館数，地域包括支援センターの保健師数との関連を検討
した。

結果　それぞれのプログラムの，高齢者人口10万人当たりの参加実人数の 3年間の平均値は，運動
器の機能向上プログラム（単独：128～870人，複合：198～1,059人），栄養改善プログラム（単
独： 2～51人，複合：28～531人），口腔機能の向上プログラム（単独： 9～236人，複合：59
～636人）のそれぞれで都道府県間に地域差がみられた。また，運動器の機能向上プログラム
実施状況の地域差に関連する要因として，人口当たりの病院数（β＝0.24～0.39，ｐ＜0.10）
および公民館数（β＝0.27～0.36，ｐ＜0.10）が抽出された。高齢者人口当たりの地域包括支
援センターの保健師数は抽出されなかった。

結論　二次予防事業の実施状況には地域差がみられた。また，運動器の機能向上プログラムに関し
ては病院数と公民館数が多い自治体ほど実施状況が良く，今後これらの施設を活用した事業の
展開が重要となってくることが考えられる。

キーワード　二次予防事業，地域差，公民館，病院，運動器の機能向上プログラム

Ⅰ　緒　　　言

　介護予防は，著しく高齢者人口が増加し続け
ているわが国において，重点的に取り組むべき
課題である。そのため，介護予防事業の中の地

域支援事業において「要介護状態の発生をでき
る限り防ぐ（遅らせる）こと，そして要介護状
態にあってもその悪化をできる限り防ぐこと，
さらには軽減（改善）を目指す」ための二次予
防事業が全国の地方自治体で行われている1）。
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二次予防事業は，要介護状態に陥る危険性のあ
る者に対して，運動器の機能向上，口腔機能の
向上，栄養改善を大きな柱とし，認知症予防，
閉じこもり改善，うつ傾向の改善などを目指す
プログラムを単独に，または他のプログラムと
併せて複合的に行われている。そして近年，こ
れらの事業の成果として，筋力2）‒5），柔軟性2）3），
バランス能力の向上2）3），歩行能力の向上3）‒6），
日常生活における活動量の向上3）5），口腔機能
の評価指標である嚥下力や咀嚼力，構音機能の
改善7）などの効果がそれぞれ報告されている。
　以上にあげたように，介護予防の取り組みは
高齢者に多くの利益をもたらしているが，二次
予防事業の展開には地域差があると考えられる。
畠山は，認知症高齢者や独居高齢者を対象とし
た地域密着型事業の地域差について市町村単位
で調査を行い，施設整備状況および計画と人口
やサービスの需要，当該事業における営利団体
の参入と人口との関連を挙げ，要支援・要介護
者数や高齢者数を見越した整備が地域差を生ん
でいることを示している8）。また，杉浦は，介
護保険事業所数や地域の高齢者独居率が高い地
区ほど介護保険給付費が高いことを報告してお
り9），このこともサービス需給の地域差を生む
一例としてあげられる。
　他に地域差を生む要因として，実施施設まで
のアクセシビリティや，その地域の施設立地状
況などが考えられる。Goinsらは，米国バージ
ニア州のヘルスケアサービスへの高齢者のアク
セシビリティについて質的な研究を行い，アク
セスを阻害する要因として施設の立地状況や
サービス供給の制限などをあげている10）。Gum
らの米国フロリダ州における調査でも類似した
結果が報告され，その中で交通手段の解決が最
も必要と答えた対象者が22.5%におよんだ11）。
一方，Ryvickerらは，一次医療へのアクセス
において地域の結びつきもまた重要であること
を示している12）。介護保険関連のサービス実施
施設は単位面積当たりの要介護者数が多い地域
およびその周辺に集中して配置される傾向があ
るため13），郊外に居住する者はこういったサー
ビスから遠ざかってしまい，結果として生活機

能が早く低下してしまう恐れがある。
　高齢者が介護予防事業下のサービスを受ける
場合，実施施設までのアクセシビリティが保障
されている必要があるが，一方で高齢者を集め
られる施設が少なくアクセスが困難なこと，ま
たは地域の結びつきが希薄であることにより施
設へアクセスできない二次予防対象者に対して
は，プログラムを提供できない可能性が高まる。
しかし，これまで介護保険サービスの供給に地
域差を生む要因が数多くあげられているにもか
かわらず，二次予防事業実施状況については地
域差を示し，実施状況に関連する要因を検討し
た報告はされていない。
　そこで本研究は，二次予防事業の中でも通所
型プログラムに焦点を当て，都道府県単位の実
施状況を示すことで地域差についての実情を明
らかにし，二次予防事業実施状況と実施関連施
設数および地域包括支援センターの保健師数に
焦点を当ててそれらの関連性を検討することを
目的として行った。二次予防事業の実施状況に
は都道府県単位で地域差があり，それには病院
や公民館といった二次予防事業実施施設数と，
地域包括支援センターの保健師数が関連してい
ることを仮説として検討した。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　研究対象
　本研究の対象は，全国47都道府県とした。分
析するデータは，①2009～2011年の人口，高齢
者人口，②2009年度および2011年度の基本
チェックリスト実施状況，③二次予防事業のう
ち通所型の運動器の機能向上プログラム，口腔
機能の向上プログラム，栄養改善プログラムの
参加実人数（①～③は，厚生労働省：介護予防
事業の実施状況）14），④地域別年間収入のジニ
係数（総務省統計局：平成21年全国消費実態調
査）15），⑤2009～2011年の人口10万人当たりの
病院数（病院率）および一般診療所数（診療所
率）（厚生労働省保健統計室：医療施設調査）16），
⑥2008年度および2011年度の公民館数（文部科
学省生涯学習政策局調査企画課：社会教育調
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査）17），⑦2009～2011年度の地域包括支援セン
ターの保健師数（厚生労働省：保健師活動領域
調査）18）とした。各データは省庁のWebページ
および政府統計の総合窓口でダウンロードが可
能であり，本研究に必要な各都道府県のデータ
項目を引用して分析を行った。

（ 2）　分析項目
　高齢者人口，基本チェックリスト実施者数，
公民館数，地域包括支援センターの保健師数，
介護予防プログラムに参加した実人数と各都道
府県の人口および高齢者人口より，表 1の数式
を用いて高齢化率，基本チェックリスト実施率，
公民館率，地域包括支援センター保健師率，各
プログラムの実施率を算出し，分析項目として
加えた。なお，2009年度と2010年度の公民館率
に関しては，2008年度の公民館数を各年の人口
で除した値を用いて分析を行った。

（ 3）　分析方法
　各都道府県の人口，二次予防事業の実施状況
などの特性を表すため，分析項目の平均値と標
準偏差を算出した。また，各分析項目の関連を
明らかにするために，ピアソンの相関分析およ
び二次予防事業の各プログラムの実施率を従属
変数としたステップワイズ法（投入：ｐ＜0.10，
除去：ｐ＜0.15）による重回帰分析を行った。
重回帰分析においては，仮説を検証するために，
相関分析において従属変数とｐ＜0.15となった
各施設率ならびに地域包括支援センター保健師
率を投入し，基本チェックリスト実施率を強制
投入するモデルを用いた。分析は，2009年度，
2010年度，2011年度に分けて行い，各年度の結
果を比較した。従属変数については，単独プロ
グラム実施率と複合プログラム実施率の 2通り
で分析を行った。統計解析にはSPSS Statics 
21.0（IBM）を用い，有意水準は危険率 5 %未
満とし，10%未満を有意傾向があるとした。

表 1　分析項目値を算出するための計算式
分析項目 計算式

高齢化率（％） ＝（高齢者人口／人口）×100
基本チェックリスト実施率（％） ＝基本チェックリスト実施者数／高齢者人口×100
公民館率（／10万人） ＝（公民館数／人口）×100,000
各単独プログラム実施率（／10万人） ＝（各プログラムに参加した実人数／高齢者人口）×100,000

各複合プログラム実施率（／10万人）

地域包括支援センター保健師率（／10万人） ＝地域包括支援センター常勤保健師数／高齢者人口×100,000

＝

（各プログラムに
参加した実人数 ＋各プログラムを含む複合プログラムに参加した実人数） ×100,000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 高齢者人口　　　　　　　　

表 2　各年度における都道府県の人口，経済状況，二次予防事業の実施状況
2009年度 2010 2011 平均

人口（10万人） 27.3  ± 26.5 27.0± 26.5 27.4± 26.7 27.3  ± 26.5
高齢者人口（10万人） 6.2  ±  5.3 6.2±  5.4 6.3±  5.5 6.2  ±  5.4
高齢化率（％） 24.1  ±  2.8 24.3±  2.7 24.6±  2.8 24.3  ±  2.7
基本チェックリスト実施率（％） 29.9  ± 10.1 ‒ 36.6± 10.2 33.2  ±  9.0
地域包括支援センター保健師率（／10万人） 11.2  ±  6.4 11.5±  7.1 10.9±  7.1 11.2  ±  6.8
病院率（／10万人） 8.3  ±  3.3 8.1±  3.2 8.1±  3.3 8.2  ±  3.3
診療所率（／10万人） 78.9  ± 12.4 78.9± 12.3 78.8± 12.0 78.9  ± 12.2
公民館率（／10万人） 21.6  ± 15.1 21.7± 15.2 19.8± 13.8 21.0  ± 14.7
年間収入のジニ係数 0.304±  0.013 ‒ ‒ 0.304±  0.013
運動器の機能向上単独実施率（／10万人） 285.3  ±134.8 297.7±152.8 343.0±185.1 308.6  ±151.3
運動器の機能向上複合実施率（／10万人） 403.2  ±174.8 458.4±197.3 539.2±234.5 466.9  ±194.8
栄養改善単独実施率（／10万人） 15.5  ± 14.5 15.7± 15.7 16.6± 17.4 15.9  ± 12.0
栄養改善複合実施率（／10万人） 119.4  ± 81.7 176.4±113.7 212.9±138.6 169.6  ±102.6
口腔機能の向上単独実施率（／10万人） 75.3  ± 43.7 73.0± 41.9 79.7± 55.2 76.0  ± 42.1
口腔機能の向上複合実施率（／10万人） 199.0  ±111.1 233.7±124.2 275.9±150.6 236.2  ±120.6

注　平均値±標準偏差を示す。
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202.1人以下
202.2～251.1人
251.2～291.3人
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304.8人以下
304.9～380.0人
380.1～473.7人
473.8～620.7人

5.5人以下
 5.6～10.9人
11.0～16.0人
16.1～23.8人
23.9人以上

99.9人以下
100.0～131.6人
131.7～169.6人
169.7～210.6人
210.7人以上

620.8人以上

運動器の機能向上複合実施率 

栄養改善単独実施率 栄養改善複合実施率 

49.0人以下
49.1～62.7人
62.8～78.4人
78.5～107.4人
107.5人以上

152.7人以下
152.8～185.5人
185.6～228.5人
228.6～343.8人
343.9人以上

口腔機能の向上単独実施率 口腔機能の向上複合実施率 

運動器の機能向上単独実施率

図 1　各都道府県の二次予防事業実施状況（2009～2011年度平均）
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Ⅲ　結　　　果

（ 1）　各都道府県の特徴
　各都道府県の人口統計，基本チェックリスト
実施率，地域包括支援センター保健師率，各施
設率，ジニ係数，各プログラムの実施率を表 2
に示した。基本チェックリスト実施率は，2009
年度から2011年度にかけて29.9%から36.6%に
向上していた。また，各プログラム実施率が
年々増加しており，2009年度に比べ2011年度で
は1.1～1.8倍になっている。
　それぞれのプログラムの 3年間の平均実施率
について図 1に示した。地図は 5分位の値で塗
り分けを行った。単独実施率の場合，運動器の
機能向上プログラムにおいて最も高かった県は
佐賀県で高齢者人口10万人当たり870人，最も
低かった県は神奈川県で128人であった。栄養
改善プログラムと口腔機能の向上プログラムで
は，それぞれ51人（香川県）と 2人（徳島県），
236人（香川県）と 9人（高知県）であった。
複合プログラムにおいては，運動器の機能向上，
栄養改善，口腔機能の向上のそれぞれのプログ
ラムで，1,059人（佐賀県）と198人（神奈川
県），531人（福井県）と28人（愛媛県），636人
（福井県）と59人（愛媛県）であった。各プロ
グラムの実施率は都道府県によって約 5～26倍

の差がみられた。

（ 2）　運動器の機能向上プログラムの実施率
　運動器の機能向上単独実施率および複合実施
率と分析項目との関連を明らかにするために，
ピアソンの相関係数を算出した（表 3）。ジニ
係数に関しては，2009年度の値を各年度で用い
た。また，2010年度の基本チェックリスト実施
率を得られなかったので，2009年度と2011年度
の平均値を用いた。
　運動器の機能向上プログラム単独実施率と有
意または有意傾向な関連を認めた項目は，基本
チェックリスト実施率（2009年度：ｒ＝0.25，
ｐ＜0.10；2010年度：ｒ＝0.29,ｐ＜0.05；2011
年度：ｒ＝0.36,ｐ＜0.05），地域包括支援セン
ター保健師率（2009年度：ｒ＝0.28，ｐ＜0.10），
公民館率（2009年度：ｒ＝0.41，ｐ＜0.05；
2010年度：ｒ＝0.46，ｐ＜0.05；2011年度：ｒ
＝0.37，ｐ＜0.05）であった。複合においても
ほぼ同様な関連性が認められ，公民館率で年度
を通して関連性が認められた。地域包括支援セ
ンターの保健師率に関しては有意傾向のみられ
る年度があった。
　さらに，各年度において運動器の機能向上プ
ログラム実施率を従属変数，病院率，公民館率，
地域包括支援センター保健師率や二次予防事業
対象者数に影響を及ぼす基本チェックリスト実

表 3　各プログラムの実施率に関連する要因
運動器の機能向上プログラム実施率 栄養改善プログラム実施率 口腔機能向上プログラム実施率

2009年度 2010 2011 2009年度 2010 2011 2009年度 2010 2011

単独プログラム
ジニ係数3） -0.12 -0.04 -0.22† -0.07 -0.09 -0.25* -0.07 -0.09 -0.25*
基本チェックリスト実施率4） 0.25* 0.29** 0.36** 0.29** 0.24* 0.29* 0.29** 0.24* 0.29*
地域包括支援センター保健師率 0.28* 0.24† 0.19 0.14 0.03 -0.03 0.14 0.03 -0.03
病院率 0.23† 0.22† 0.22† -0.05 -0.01 -0.03 -0.05 -0.01 -0.03
診療所率 0.06 0.09 0.03 -0.21 -0.15 -0.04 -0.21 -0.15 -0.04
公民館率 0.41** 0.46** 0.37** -0.02 0.09 0.13 -0.02 0.09 0.13

複合プログラム
ジニ係数 -0.17 -0.05 -0.18 -0.12 -0.07 -0.10 -0.12 -0.07 -0.10
基本チェックリスト実施率 0.21 0.28* 0.33** 0.21 0.17 0.17 0.21 0.17 0.17
地域包括支援センター保健師率 0.26* 0.27* 0.22† 0.11 0.15 0.10 0.11 0.15 0.10
病院率 0.19 0.18 0.22† -0.06 0.01 0.06 -0.06 0.01 0.06
診療所率 0.12 0.04 0.05 0.01 -0.11 0.03 0.01 -0.11 0.03
公民館率 0.39** 0.47** 0.35** 0.07 0.22† 0.13 0.07 0.22† 0.13

注　1）　ピアソンの相関係数（ｒ）を示す。
　　2）　**ｐ＜0.05，*ｐ＜0.10，†ｐ＜0.15
　　3）　ジニ係数は2009年度の値を用いた。
　　4）　2010年度の基本チェックリスト実施率は，2009年度と2011年度の平均値を用いた。
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施率を独立変数とした重回帰分析を行っ
た（表 4）。その結果，単独プログラム
においては病院率（2009年度：β＝0.39，
ｐ＜0.05；2010年度：β＝0.39，ｐ＜
0.05；2011年度：β＝0.24，ｐ＜0.10）
と公民館率（2009年度：β＝0.36，ｐ＜
0.05；2010年度：β＝0.32，ｐ＜0.05；
2011年度：β＝0.28，ｐ＜0.05）が，複
合プログラムにおいては公民館率が複数
年度で抽出された（2009年度：β＝0.39，
ｐ＜0.05；2010年度：β＝0.46，ｐ＜
0.05；2011年度：β＝0.27，ｐ＜0.10）。
病院率，公民館率の高い都道府県では，運動器
の機能向上プログラム実施率が高かった。

（ 3）　口腔機能の向上プログラムならびに栄養
改善プログラムの実施率

　口腔機能の向上プログラムならびに栄養改善
プログラムの参加率と年度別の各分析変数との
関連について検討した結果，年度を通して有意
な相関を示す項目はなかった（表 3）。

Ⅳ　考　　　察

（ 1）　二次予防事業における各プログラムの実
施状況

　本研究においては，まず介護予防事業下で行
われている二次予防事業の実施状況について分
析した。その結果，二次予防事業の大きな柱で
ある運動器の機能向上プログラム，栄養改善プ
ログラム，口腔機能の向上プログラムの，高齢
者人口10万人当たりの参加実人数の 3年間の平
均は，単独においてそれぞれ128～870人（複
合：198～1,059人）， 2～51人（複合：28～531
人）， 9 ～236人（複合：59～636人）であった。
このことより，プログラム間でも実施率に差が
あることが明らかとなった。
　把握事業において行われている基本チェック
リストは，地域在住高齢者のうち約 5％存在す
るとされ，将来的に要介護状態に陥る恐れのあ
る者を抽出する目的で行われている1）。しかし，
各都道府県における高齢者人口10万人当たりの

各複合プログラムの参加者合計（各年度の運動
器の機能向上複合実施率＋口腔機能の向上複合
実施率＋栄養改善複合実施率の和）は721～
1,028人（高齢者人口の0.7～1.0％）と目標の
5％に満たず，介入の必要な高齢者をカバーで
きていない現状がある。その結果，多くの要介
護リスクの高い高齢者を見落としてしまってい
る可能性があるため，基本チェックリストの基
準の見直しや，真にリスクの高い対象者を抽出
するための把握事業の展開が今後ますます必要
とされてくるであろう。二次予防事業において
も，実施率が低い現状を踏まえ，外部のスポー
ツクラブやNPO，ボランティアなどの地域資
源を活用して事業を展開していけるように体制
を整えるべきであろう。

（ 2）　運動器の機能向上プログラム実施率の地
域差に関連する要因

　二次予防事業における運動器の機能向上プロ
グラム実施率には地域差が認められた。そこで，
ピアソンの相関分析および重回帰分析を用い，
各分析項目との関連性を検討した。その結果，
公民館率と病院率が正の相関を示す項目として
抽出された。このことは，公民館や病院が充実
している都道府県ほど運動器の機能向上プログ
ラムが盛んに行われていることを示唆している。
通所型の運動器の機能向上プログラムや他の高
齢者を対象とする運動プログラムは公民館で行
われている実践報告が多く19），医療機関に委託
される例も散見されることから，地域において

表 4　運動器の機能向上プログラム実施率における重回帰分析
2009年度 2010 2011

単独プログラム
基本チェックリスト実施率 0.44** 0.40** 0.39**
病院率 0.39** 0.39** 0.24*
公民館率 0.36** 0.32** 0.28**

調整済みＲ2値 0.30** 0.32** 0.25**

複合プログラム
基本チェックリスト実施率 -0.21 0.26** 0.35**
病院率 0.24*
公民館率 0.39** 0.46** 0.27*

調整済みＲ2値 0.16** 0.26** 0.21**

注　1）　標準化係数（β）を示す。
　　2）　**ｐ＜0.05，*ｐ＜0.10
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これらの施設が充実しているほど運動器の機能
向上プログラムの対象者を多くカバーできてい
ることが考えられる。つまり，彼らにとって身
近な存在である公民館や病院の多いことが二次
予防事業への参加の促進要因になったのかもし
れない。
　また，公民館は高齢者の交流・活動の場とし
て重要な位置づけをしている。あらゆる年齢層
を対象とした経済広報センターの「高齢社会の
あるべき姿に関する意識調査報告書」20）による
と，理想のコミュニティの場として過半数が
「公民館（コミュニティセンター，集会所）」
と回答し，その傾向は高い年齢層になるほど強
まっていた。この結果は，高齢者にとって公民
館とは地域社会とのつながりを深める重要なコ
ミュニティの拠点として認識されていることを
示している。地域や友人との結びつきが医療
サービス受診の促進要因であるという報告もあ
ることから12），今後介護予防事業を展開してい
くにあたり，公民館を拠点の 1つとして活用し
ていけばよいのではないかと考えられる。

（ 3）　地域包括支援センターの保健師数
　本研究の分析結果として，地域包括支援セン
ター保健師率と各プログラムの実施率との関連
性に有意傾向がみられたが，重回帰分析におい
て抽出されなかった。しかし，介護保険法施行
規則によると，「 1 つのセンターが担当する区
域における第一号被保険者の数がおおむね
3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき職員数
は，保健師，社会福祉士および主任介護支援専
門員（これらに準ずる者を含む）それぞれ各 1
人とする」と規定されており， 1人の保健師が
担当する被保険者の人数が多いのが目立つ。本
研究においても，各都道府県に配置されている
地域包括支援センターの保健師の数は高齢者10
万人当たり11人であり，二次予防事業や他の業
務を適正に行うには厳しい現状であるといえる。
職員数については増員が進みつつあるものの21），
それでもマンパワー不足により対象者をカバー
しきれておらず，結果的に各二次予防事業のプ
ログラムの低い実施率につながっている可能性

がある。基本チェックリスト実施率や二次予防
事業のプログラム実施率を高め，介護予防事業
の充実を図るためには，やはり介護予防業務の
中核である地域包括支援センター数およびス
タッフの数を増やすことが必要であろう。

（ 4）　研究の限界
　本研究は横断研究であり，各施設ならびに人
員配置との因果関係を示すには至っていない。
また，本研究は都道府県という大きな自治体を
対象としており，二次予防事業を実際に運営し
ている各保険者（市町村）単位での分析を行っ
ていない。したがって，本研究の結果は各保険
者の特性を反映しておらず，結果の解釈には注
意を要する。今後は保険者ごとの公民館や医療
施設，地域包括支援センターの保健師数などと
二次予防事業の実施状況の関連性について検討
する必要があるだろう。
　しかし，二次予防事業に関する実施状況やそ
れに関連する要因について検討した報告はこれ
までないこと，複数年度ごとの分析で一貫した
結果を導き出せていることにより，本研究の結
果は今後，二次予防事業を展開，改善していく
にあたり重要な基礎資料となるであろう。
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医師・歯科医師・薬剤師の皆さまに届出のお願い

　我が国に居住する医師・歯科医師・薬剤師の方は， 2年に 1度12月31日現在における住
所地，従業地，従事している業務の種別等，医師法，歯科医師法，薬剤師法で規定されて
いる事項について，当該年の翌年 1月15日までに届け出ることが義務付けられています。
　本年はその届出年に当たりますので，所定の届出票に記入の上，原則として住所地の保
健所まで提出してください。複数の従事先がある場合には主な従事先について記入した届
出票 1枚を提出願います。12月31日現在就労していない場合であっても，届出票の提出漏
れのないようにお願いいたします。
　この届出を基に，「医師・歯科医師・薬剤師調査」が実施され，その集計結果は今後の
厚生労働行政の大切な基礎資料となります。
　また，届出を行わないと「医師等資格確認検索システム」及び「薬剤師資格確認検索シ
ステム」に氏名等が掲載されません。
　　　　医師・歯科医師（http://licenseif.mhlw.go.jp/search/）
　　　　薬剤師（http://yakuzaishi.mhlw.go.jp/search/）
　なお，届出票の用紙につきましては最寄りの保健所までお問い合わせいただくか，厚生
労働省のホームページ（http://www.mhlw.go.jp/toukei/oshirase/）からダウンロードし
てください。

厚生労働省
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